
達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）

1

中期計画 府民安心の再構築 暮らしの安心

① ◎ 平成27年の府内の全刑法犯認知件数：24,068件

② ○

サポーター支援ステーション：５箇所(100％)
新たな自主的活動を実施するステーション：48ス
テーション(96％)
コーディネーター育成・配置ステーション：５箇所
(100％)

③ ◎
平成28年２月末の府民協働防犯ステーション参画団
体数：2，047団体(111％）

④ ◎
女性防犯ボランティア支援事業：５箇所（100％）
大学防犯ボランティア支援事業：９箇所（180％）

⑤ ◎ 登録事業所：753事業所（115％）

⑥ △

自転車盗認知件数：6，283件（117.4％）
防犯カメラ設置補助：14箇所(56％)
【未達成の理由・要因】
対象施設の多くが予算の都合上、防犯カメラ等の設
置に対応できなかったため。
自転車登録制度導入大学：１校（20％）
【未達成の理由・要因】予算確保の面から導入を見
送る大学が多かったため。（半数以上の大学で実施
済み）

⑦ ◎
特殊詐欺対策のための啓発活動の実施：229ステー
ション（458％）

⑧ ◎
防犯マップ作成・体験型防犯教室の実施　51箇所
(283％）

平成２７年度　府民生活部　運営目標

運営目標 達成区分

「府民協働防犯ステーション」を核とした地域における自発的な防犯活動の推進

○

計画区分

達成手段
(数値目標)

府民協働防犯ステーションなど地域住民と協働した防犯活動等を推進し、１ステーション１課題解決運動などにより地域防犯
力の向上を図り、警察と一体となって刑法犯認知件数を減少させます。
＜府内の全刑法犯認知件数　２８，０００件以下　（㉖実績　２８，６７１件）＞

女性警察官配置交番等に「安心・安全まちづくりサポーター」を派遣し、府民協働防犯ステーションの活動を支援するととも
に、府民協働防犯ステーションでのリーダー兼事務局長的な役割を担うコーディネーターを育成・配置し、セーフコミュニティの
考え方に基づく新たな地域防犯活動に取り組むことにより、府民協働防犯ステーションのバージョンアップを図ります。
＜サポーター支援ステーション数　５箇所＞
＜新たな自主的活動を実施するステーション数　５０箇所＞
＜コーディネーター育成・配置、セーフコミュニティの考え方に基づく防犯活動実施ステーション数　５箇所＞（㉗新規）

「府民協働防犯ステーション」を核とした住民・行政・警察の協働による地域防犯活動を積極的に推進します。
＜府民協働防犯ステーション参画団体数　１，８３７団体　（㉖実績　１，８１６団体）＞

府民協働防犯ステーションへの多様な主体の参画を促進するため、女性防犯ボランティア及び大学生防犯ボランティアが府
民協働防犯ステーションや地域と連携して実施するワークショップや防犯マップづくり、各種啓発活動等の防犯活動に対し支
援することにより、地域防犯力の向上を図ります。
＜女性の視点・力を活用した地域防犯力の向上　　活動支援５箇所＞（㉗新規）
＜大学と連携した防犯活動の推進　　活動支援５箇所＞（㉗新規）

地域の防犯･交通安全活動に貢献する企業・事業所を登録する「京都府地域の安心・安全サポート事業」を推進し、地域防犯
力の向上･交通安全活動の活性化を図ります。
＜登録事業所　６５０事業所　（㉖実績　６１１事業所）＞

府民協働防犯ステーションや大学などと協働した自転車盗対策を推進し、刑法犯認知件数の約３割弱を占める自転車盗を減
少させます。
＜自転車盗認知件数　７，３７５件以下　（㉖実績　７，８３４件）＞
＜自転車盗対策重点地域での防犯カメラの設置　２５箇所＞（㉗新規）
＜自転車登録制度導入大学　５校＞（㉗新規）

府民協働防犯ステーション等で出前講座や啓発活動等を行い、高齢者等をねらった特殊詐欺被害を減少させます。
＜特殊詐欺対策のための啓発活動の実施　５０ステーション＞（㉗新規）

小・中・高校の生徒・児童、大学生等を対象に、防犯マップの作成や体験型防犯教室等を実施することにより、性犯罪等の凶
悪犯罪の防止に努めます。
＜防犯マップ作成・体験型防犯教室の実施　１８箇所＞（㉗新規）
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

2

府民安心の再構築 暮らしの安心 消費者被害が減少、回復されること

① ○

・ラジオ番組による注意喚起　12回(100%)
・ラジオ公開放送の実施　　来場者1.000人(100%)
・被害を受けたことのある高齢者への架電等
【未達成の要因・理由】　　　　　157回　(78.5%）
　架電対象となる高齢者のうち、連絡をとれない方があったた
め。

② ○

・防犯ステーション等での出前講座の開催数
　97箇所(97%)
・くらしの安心推進員等による高齢者への注意喚起、声
かけ対象人数　　10万人(100%)
・くらしの安心推進員と地域が連携した出前講座等
　18回(90%）

③ ◎
・被害回復件数　289件(99%）
・未然防止件数　349件(123%）

④ ○

・コンプライアンス講習会　7箇所(140%）、
　　　　　　　　　　　参加者421名(65%)
【未達成の要因・理由】
　商工会等、他団体でも、同様の講演会を実施してお
り、参加者数が少なかったため。

⑤ △
・事業者指導件数　17件　(85%）
【未達成の要因・理由】
　調査対象事業所が国、他府県等で処分されたため

⑥ ○

・学校、大学、企業等への出前講座の受講者
　　15，628人（96%）
・大学生リーダーの養成　26人(104%)
・大学生によるトラブル防止講座の実施
　　14講座　(93%)
・エシカル消費に関する意識調査実施
　　1,000人(100%）

特殊詐欺をはじめとした消費者被害の未然防止・拡大防止及び自立した消費者の育成

○

中期計画

達成手段
(数値目標)

特殊詐欺の被害が増加し、１件あたりの被害金額が高額化する中で、被害の未然防止を図るため、巧妙化かつ変化を続ける
手口を、高齢者をはじめとする多くの府民に対し、常にタイムリーな情報を発信する必要があるため、メディアを活用した注意
喚起を行います。
＜高齢者向けラジオ番組等に「消費生活相談員」や「くらしの安心推進員」などが出演し注意喚起　１２回＞（㉗新規）
＜特殊詐欺被害未然防止ラジオ公開放送の実施　　来場者１，０００人＞（㉗新規）
＜被害を受けたことのある高齢者への架電等による注意喚起　２００回　（㉖実績　１３４回）＞

府民協働防犯ステーション等と連携して出前講座等を行うとともに、くらしの安心推進員の高齢者見守り活動の強化や地域団
体の連携により、高齢者をはじめとした消費者被害の未然防止と早期発見を進めます。
＜府民協働防犯ステーション等での被害の未然防止のための相談員による出前講座の開催数　１００箇所　（㉖実績　８５箇
所）＞
＜くらしの安心推進員等による高齢者への注意喚起、声かけ対象人数　　高齢者１０万人（京都市域除く）＞
＜くらしの安心推進員と地域が連携した出前講座などの実施　２０回＞（㉗新規）

消費者あんしんチーム活動や出かけるセンターの取組により、相談件数のうち被害の回復や未然防止の件数を目標年度に
向けて毎年度25％ずつ増加させます。
＜被害回復件数　２９２件　（㉖実績　２５２件）＞
＜未然防止件数　２８３件　（㉖実績　２７８件）＞

消費者の食に対する信頼を高めるため、事業者団体と連携してコンプライアンス講習会を実施し、事業者の法令遵守の意識
の向上を図ります。
＜コンプライアンス講習会　　府内５箇所、参加者６５０名＞（㉗新規）

宅配業界をはじめ、金融界、流通業界等とさらに連携を深め、消費者被害を水際で阻止するとともに、市町村、関係機関等と
の連携により、消費者被害の早期の実態把握と事業者調査の早期着手を実行し、悪質事業者に対する迅速な指導を実現す
ることで消費者被害の拡大防止を図ります。
＜事業者指導件数　２０件＞（㉗新規）

学校や大学、成人向けの出前講座等消費者教育の機会拡大や消費者問題に意識の高い大学生リーダー育成等担い手養
成、京都府消費者教育推進計画に掲載された施策の具体化を通じて、自立した消費者、消費者市民社会の主体となる消費
者の育成を図ります。
＜学校、大学、企業等への出前講座の積極展開　　受講者年間１６，３００人　（㉖実績　１５，７９４人）＞
＜消費者問題に意識の高い大学生リーダーの養成　２５人＞
＜大学生によるトラブル防止講座（ネット被害等）の実施等による消費者教育の普及　１５講座　（㉖実績　１０講座）＞
＜国の「倫理的（エシカル）消費調査研究会」に参画するとともに、府民に対しエシカル消費（環境保全や社会貢献に繋がる消
費）に関する意識調査実施　１，０００人＞（㉗新規）
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

3

中期計画 府民安心の再構築 暮らしの安心

① △

交通事故死者数　87人(＋26人)
交通事故死傷者数11349人(-1107人)
[理由:交通死事故総数に対する致死率の上昇、全国
平均(約0.6%)より高い0.7%を超える水準で推移]

② ◎ 全２５警察署管内で作成・配付

③ ◎

京都府自転車安全利用促進計画（第３次）を策定
（平成２８年３月）
　目標=平成32年までに年間の自転車事故発生件数
を1500人以下として目標を設定

④ ◎
自転車事故発生件数 1,916件
自転車運転免許証交付人数　12,622人

⑤ ◎

○自転車安全利用総合対象事業モデル地区
選定数 ３箇所（京丹波町・舞鶴市・宇治田原町）
（150％）
○スケアードストレイト　５回（166.7％）
（伏見区・京丹波町２・舞鶴市・宇治田原町）

⑥ ◎
自転車安全利用推進員数　1,849人（123.3％）
自転車安全利用活動回数　38回（152％）

⑦ ○
自転車同乗幼児ヘルメット着用率　87.5％
（97.2％）

計画区分

京都府交通対策協議会を構成する２００を超える団体等と連携し、道路の安全対策や、法令遵守・安全意識の向上など、交
通事故防止対策を推進します。
＜交通事故死者数　６１人以下　（㉖実績　６９人）＞
＜交通事死傷者数　１２，４５６人以下　（㉖実績　１２，３８７人）＞

府民協働防犯ステーション等において「ヒヤリ・ハット情報」活用推進システムの活用により危険箇所情報を収集するとともに、
交通安全マップの作成・配布・公表等による府民への情報発信に努め、交通事故の未然防止を図ります。
＜「ヒヤリ・ハット情報」活用推進システムを活用した交通安全マップの作成・配布　全２５警察署管内　（㉖実績　２３警察署管
内）＞

現行計画の取組成果や課題、学識経験者等からなる検討委員会等の意見を踏まえ、京都府自転車安全利用促進計画（第３
次）を策定します。
＜京都府自転車安全利用促進計画（第３次）の策定＞

自転車利用者のマナー向上のため、警察、小学校等と連携した自転車運転免許証の交付を伴う自転車教室の開催や自転車
安全利用推進員による自転車交通安全教育の充実を図り、自転車事故発生件数の減少を目指します。
＜自転車事故発生件数　２，１８２件以下　（㉖実績　２，１８２件）＞
＜自転車運転免許証交付人数　１０，０００人以上＞

自転車安全利用を促進する地域を選定し、市町村、警察、学校、地域住民等と連携して、事故再現型（スケアード・ストレート
方式）の交通安全教室の開催など集中的・総合的な取組を実施し、地域内の自転車安全利用意識の向上や自転車事故件数
の減少を図ります。
＜自転車安全利用総合対策事業モデル地区選定数　２箇所＞
＜事故再現型（スケアード・ストレート方式）の交通安全教室の開催　３回＞（㉗新規）

多世代への自転車安全利用推進員の委嘱を進めるとともに、推進員の活動を支援し、推進員と連携した街頭啓発活動や交
通安全教室等を積極的に展開します。
＜自転車安全利用推進員数　１，５００人＞
＜自転車安全利用活動回数　２５回　（㉖実績　２５回）＞

達成手段
(数値目標)

○

総合的な交通事故防止対策の推進

警察、各行政機関、地域において交通安全活動を推進する団体等と連携し、幼稚園・保育園等における保護者等への啓発活
動や自転車小売業者への働きかけ、幼児用自転車ヘルメット交付事業等を実施し、自転車同乗幼児のヘルメット着用の周知
徹底を図ります。
＜自転車同乗幼児ヘルメット着用率　９０％　（㉖実績　７７．３％）＞
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

⑧ ○
TSマーク交付件数　  39,029件(H28.2末)
イオン保険契約件数　 7300件(H27.12末)
                              計46329件

⑨ ◎
大学・高校と連携した自転車交通安全教室の開催等
２８校　(140%)

4

中期計画 府民安心の再構築 暮らしの安心

① ○ 犯罪被害者からの相談件数　932件

② ○

参加者数　5,794人
内閣府「被害者支援週間事業」（フォーラム）の参
加者 212人
【未達成の理由・要因】
国との調整により広報媒体が限定されたことに加
え、十分な事前告知が出来なかったため。

③ △

実施回数 10回（66.7％）

【未達成の理由・要因】
多くの学校から実施申込があったが、日程が合わず
開催を見送ったため。

5

中期計画 府民安心の再構築 暮らしの安心

① △

交通事故による高齢死者数　４４人
【未達成の理由・要因】
高齢者の道路横断中の死者数が18人と大幅に増加し
たため。

自転車小売業者から購入者に対して、自転車安全利用情報が適切に説明されるよう、京都府自転車軽自動車商協同組合等
と連携して小売業者に対する指導・助言を徹底し、自転車の定期的な点検整備の促進、TSマーク付帯保険等、被害者救済の
ための損害賠償保険の普及を図ります。
＜TSマーク交付件数　５０，０００件　（㉖実績　３４，０００件）＞

大学・高校と連携した自転車交通安全教室の開催や、大学・高校と協働した啓発活動を実施し、若年層の自転車マナーの向
上や自転車事故件数の減少を図ります。
＜大学・高校と連携した自転車交通安全教室の開催等　２０校　（㉖実績　１９校）＞

計画区分

達成手段
(数値目標)

「京都府犯罪被害者サポートチーム」等による犯罪被害者からの相談対応の充実を図ります。
＜犯罪被害者からの相談件数　１，０００件以上　（㉖実績　８８１件）＞

犯罪被害者等の現状や地域における支援の重要性について理解を深めるため、国や市町村、関係機関との協働による府民
向け講演会や街頭啓発など効果的な啓発活動を実施します。
＜参加者数　５，７００人以上　（㉖実績　５，１７８人）＞
＜内閣府「被害者支援週間事業」（フォーラム）の参加者数　３００人以上＞（㉗新規）

「被害者」も「加害者」も生まない社会をつくるため、京都府内の中学校・高等学校等で、「犯罪被害」によって失われる命を題
材にした「いのちを考える教室」を実施します。
＜実施回数　１５回　（㉖実績　９回）＞

高齢者の交通事故防止対策を推進

計画区分

警察、各行政機関、地域において交通安全活動を推進する団体等による高齢者家庭訪問活動や交通安全指導などを実施
し、交通事故による高齢者の死者数を前年よりも減少させます。
＜交通事故による高齢死者数　３０人以下　（㉖実績　３８人）＞

犯罪被害者への支援の充実

○

達成手段
(数値目標)
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

② ◎

高齢者が第１当事者となる交通事故発生件数　1743
件
高齢者運転免許証自主返納者に対する協賛店事業所
登録数　２４事業所（うち、交通関係１事業所）
(240％）

③ ◎ 高齢者世帯訪問数　51,669世帯(2,067%)

6

府民安心の再構築 子育て・子育ちの安心 児童虐待やいじめ、体罰など子どもの人権侵害の状況が改善されること

① △

・青少年ネットトラブル相談窓口への相談件数　84件
（21%）
　【未達成の理由・要因】
ネットトラブル相談窓口は27年度新設したものであって、
周知不足であったため。
・大学生によるトラブル防止講座（ネット被害等）の実施
等による消費者教育の普及14講座(93.3%)

7

府民安心の再構築 子育て・子育ちの安心 少年非行の状況が改善されること

① ◎
・刑法犯検挙少年の再犯者数前年対比　38.0％減少
（633.3％）  (338人)

② ○

・支援実施人数　69人（86.3％）
・うち復学等の立ち直りに向けた変容が認められた割合
58％（96.7％）
・輝く京の若者づくり事業（困難を有する若者向け）参加
者 31人（103.3％）

③ ◎ ・参加少年人数　延べ1,285人（128.5％）

中期計画

地域の民間団体と協働し、家庭や学校に居場所がなく、課題を抱えた少年たちの居場所（ユース・コミュニティ）を設置し、悩み
相談や学習支援・体験活動等を通じて、自分の居場所や役割、存在価値を見いだすことにより非行・再非行を防止します。
＜参加少年人数　延べ１，０００人　（㉖実績　延べ９９１人）＞

関係機関と連携して一人ひとりに適した支援プログラムを通じ、ユース・アシスト支援コーディネーターが寄り添い、立ち直りを
支援します。
＜支援実施人数　８０人　（㉖実績　７１人）＞
＜うち復学等の立ち直りに向けた変容が認められた割合　６０％以上　（㉖実績　５５％）＞
＜輝く京の若者づくり事業（困難を有する若者向け）参加者　３０人＞（㉗新規）

学校、警察、保護司等関係機関と「立ち直り支援チーム（ユース・アシスト）」の連携強化を図り、再犯者数を減少させます。
＜刑法犯検挙少年の再犯者数前年対比　６％減少 （５１３人)＞

スマートフォン等の急激な普及に伴い、インターネット上でのＳＮＳやゲーム利用の中で、青少年や大学生が被害やトラブルに
あう例が急増しており、青少年が安心で快適にインターネットを活用できるよう、青少年やその保護者が気軽に相談できる専
用窓口を設置・運営するとともに、大学生によるトラブル防止講座（ネット被害等）の実施等により消費者教育の普及を促進し
ます。
＜青少年ネットトラブル相談窓口への相談件数　４００件＞（㉗新規）
＜大学生によるトラブル防止講座（ネット被害等）の実施等による消費者教育の普及　１５講座　（㉖実績　１０講座）＞

中期計画

青少年の安心で快適なインターネット活用の促進

△

達成手段
(数値目標)

達成手段
(数値目標)

○

関係機関と連携した総合的な少年非行防止対策

「京都府高齢者運転免許証自主返納サポート協議会」を通じて、運転免許証自主返納者に対する市町村の支援や企業の割
引特典制度の創設などを働きかけるとともに、高齢者及び高齢者の家族等への運転免許証自主返納支援制度の周知と、安
全運転に係る各種情報提供を行い、高齢ドライバーの事故防止を図ります。
＜高齢者が第１当事者となる交通事故発生件数　１，８０３件以下　（㉖実績　１，８０３件）＞
＜高齢者運転免許証自主返納者に対する協賛店事業所登録数　１０事業所（うち、交通関係１事業所）＞（㉗新規）

地域において交通安全活動を推進する団体等が、高齢者家庭を訪問し、地域の交通状況や対象高齢者に応じた交通安全指
導を実施します。
＜高齢者世帯訪問数　２，５００世帯　（㉖実績　２，１１１世帯）＞

○
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

④ ◎ ・刑法犯少年の・検挙・補導人数　1,128人

8

府民安心の再構築 子育て・子育ちの安心 不登校、ひきこもりなどの状況が改善されること

① △

・ひきこもり少年等相談・支援件数　530件（70.7%）
・学校と協力して状況に応じた支援を行う「チーム絆学
校連携モデル事業」 4箇所(80%)
・就労等の自立に向け職親事業等による支援を受けた
者の人数　36人(51.4%)
・ひきこもり支援を受けた者のうち就職活動や復学等へ
ステップアップした人の割合　33.7％(112.3%)
・職親事業等による支援を受けた者のうち就労等に至っ
た人の割合　38.9％(130%)
・輝く京の若者づくり事業（困難を有する若者向け）参加
者　31人（103.3%）【再掲】
【未達成理由・要因】
・ひきこもり青少年を抱える学校や地域の支援団体との
連携など、事業の広がりが十分でなかったため。

② ○ ・絆パートナー制度による支援人数　192人(96%)

③ △

・シンポジウム等、協働事業の実施　４回(80%)
【未達成理由・要因】
チーム絆地域チームを４つ設置し、各地域１回ずつ実施
したが、2回目以降の開催までには至らなかったため。

刑法犯少年のさらなる減少を目指した非行少年を生まない社会づくりを推進します。
＜刑法犯少年の検挙・補導人数　１，６５８人以下　（㉖実績　１，６５８人）＞

関係機関連携のもと、より多くの当事者に支援の手が届き、より効果的な訪問支援などが行えるよう、チーム絆地域チームを
核とし、地域ごとに構築したプラットフォームを継続・充実するとともに、シンポジウム等の協働事業を実施します。
＜シンポジウム等、協働事業の実施　累計５回　（㉖実績　５回）＞

社会的ひきこもりからの自立促進

中期計画

△

達成手段
(数値目標)

学校や地域ＮＰＯ等の民間支援団体等と連携し、ひきこもり少年等の更なる顕在化を図るとともに、家庭支援総合センターに
よる面接相談や「チーム絆」による訪問支援などにより個々の状態を十分に把握し、それらを踏まえた職親事業の実施、企業
やジョブパーク等との連携による就労支援の実施など、ひきこもりからの自立を支援します。
＜ひきこもり少年等相談・支援件数　７５０件　（㉖実績　７１０件）＞
＜学校と協力して状況に応じた支援を行う「チーム絆学校連携モデル事業」を実施　５箇所以上＞（㉗新規）
＜就労等の自立に向け職親事業等による支援を受けた者の人数　７０人　（㉖実績　６６人）＞
＜ひきこもり支援を受けた者のうち就職活動や復学等へステップアップした人の割合　３０％　（㉖実績　２７．５％）＞
＜職親事業等による支援を受けた者のうち就労等に至った人の割合　３０％　（㉖実績　３０．３％）＞
＜輝く京の若者づくり事業（困難を有する若者向け）参加者　３０人＞（㉗新規）【再掲】

「絆パートナー制度」により、ひきこもり経験者が自身の体験やアドバイスを伝えることで、当事者や家族の精神的負担を軽減
します。
＜絆パートナー制度による支援人数　２００人　（㉖実績　１８７人）＞
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

④ △

・掲示板への書き込み件数　58件(19.3%)
【未達成理由・要因】
・掲示板は27年度8月に新設したものであって、府民認
知度が低く、周知不足であったため。

9

府民安心の再構築 子育て・子育ちの安心 子どもが自然とふれあえる機会が増えること

① ○

・府立青少年海洋センター（マリーンピア）の延べ利用者
数　58,796人　(96.4%)
・輝く京の若者づくり事業（政策的ボランティア）参加者
60人  (100%)

② ◎
・森の京都体感事業参加人数　延べ1,135人（141.9%）
・大学生等のリーダー養成人数　39人（130%）

10

計画区分 中期計画 地域共生の実現

① ◎ ・人権侵犯事件数：708件（㉖実績　804件）

○

達成手段
(数値目標)

計画区分

効果的な人権啓発の取組を通じて、府民一人ひとりの人権意識の向上を図り、人権侵犯事件数の減少を目指します。
＜人権侵犯事件数の減少＞

共生社会の実現に向けた人権啓発の推進及び新たな人権課題への対策の実施

子どもたちの自立性・積極性・協調性を育むため、府内全域から遊び場づくりに意欲のある子どもや学生ボランティア等を募
り、子どもたち自らが里山での遊び場を企画し、自然とふれ合いながら地域の大人と協力してつくり出す「森の京都体感事業
（冒険の森事業）」などの自然体験活動を継続実施し、将来の自然体験活動の指導者養成にも寄与します。
＜森の京都体感事業参加人数　延べ８００人  （㉖実績　1,172人）＞
＜大学生等のリーダー養成人数　３０人  （㉖実績　４２人）＞

○

中期計画

達成手段
(数値目標)

子どもが自然とふれ合い、心のより所となる人々と出会う機会づくりを進め、子どもや青少年を心身ともに健やかに育むため、
府立青少年海洋センターを活用し、マリンスポーツはもとより、漁業体験やフィールドアスレチック等、多彩な魅力を学習・体験
メニューを提供するとともに、近隣施設と連携することにより、丹後地域の良さを知り、地域の応援団となれる人材や仲間と協
調してたくましく成長する子どもを育成します。
＜府立青少年海洋センター（マリーンピア）の延べ利用者数　６１，０００人　（㉖実績　５９，８５４人）＞
＜輝く京の若者づくり事業（政策的ボランティア)参加者　６０人＞（㉗新規）

ひきこもりの解消を目指し、一人でも多くの当事者が支援情報に触れ、自立への希望や目標を育むことが出来るよう、京都府
ひきこもり支援情報ポータルサイトを改修し、当事者同士の掲示板やチャット相談機能等を追加した新たなポータルサイトを設
置・運営します。
＜掲示板への書き込み件数　３００件＞（㉗新規）

青少年のさまざまな活動への参加の促進
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

② ○

・イメージソングを活用した参加・体験型の啓発を実施：
１８回（１１２％）
・関係ＮＰＯ等連携啓発事業：３事業（１００％）
・ポスターコンクールの実施：応募5,232人（１０４.６％）
・人権フォーラムの開催：１回（１００％）
・イベント来場者数：99,362人
・指導者研修会：４回（１００％）
・研修参加者数：21,710人（１１４％）

③ ◎

・モニタリング：４回（100％）
・府民講座：６回（100％）
・研修会：２回（100％）

④ ◎

・新聞意見広告（5月）
・府民だより（6月、9月、12月）
・ＨＰ掲載（知事ﾒｯｾｰｼﾞ、ﾍｲﾄｽﾋﾟｰﾁに係る啓発）
・多文化共生パネルによる啓発
（8月を中心に府庁や振興局で掲出）
・ポスター作成
・テレビＣＭの作成・放映（12月）
・地下鉄四条駅デジタルサイネージ放映

⑤ ◎
・京都府人権教育・啓発推進計画（第２次）の策定

国・市町村・大学・NPO等と連携して、府民一人ひとりが、人権の大切さについて自ら学び、考え、実践することのできる環境
づくりを推進します。
＜市町村、法務局その他関係団体等と連携して、「世界がひとつの家族のように」広め隊により、イメージソングを活用した参
加・体験型の啓発を実施　市町村イベント、学校、地域活動への訪問等 １６回　（㉖実績　１６回）＞
＜人権関係ＮＰＯ等との協働により啓発事業を実施　３事業　（㉖実績　３事業）＞
＜教育委員会と連携した人権擁護啓発ポスターコンクールの実施　応募５，０００人＞（㉗新規）
＜世界人権問題研究センター等と共催し、人権フォーラムを開催　１回＞（㉗新規）
（大学と連携して若者（学生）の視点を生かした啓発資材を制作・活用）
＜府内全域でイベントや街頭啓発等を実施し、多くの府民の参加を促進　イベント参加者等　１００，０００人以上　（㉖実績　９
５，４２２人）＞
＜人権啓発指導者養成研修を充実させ、指導的な役割を果たす人材を養成　北部・南部４回開催　（㉖実績　北部・南部　計
３回開催）＞
＜市町村が行う研修会を支援し、府民の参加機会を拡充　研修参加者数　１９，０００人　（㉖実績　１８，３９４人）＞

インターネット上の人権侵害について、市町村、法務局等関係機関と連携し、モニタリングの実施と削除要請、府民啓発など
具体的な対策を進めます。
＜モニタリングの継続的な実施、問題のある書き込みについて法務局や関係機関と連携した削除要請の実施及び自ら削除
要請する際の効果的な手法等の提示　モニタリング４回　（㉖実績　３回）＞
＜インターネット上の人権侵害の現状やモラル向上、人権侵害対策等について、市町村等と連携した府民講座を府域全体で
開催　府民講座 ６回　（㉖実績　６回）＞
＜市町村等の人権相談窓口においてインターネットに関する相談に対応するための支援：的確な初期対応のためのＦＡＱの
作成、担当職員を対象とした研修会の開催　研修会 ２回　（㉖実績　２回）＞

特定の民族や国籍の人々を排斥する差別的言動（いわゆるヘイトスピーチ）について、国、市町村等と連携し、多様な媒体を
活用した啓発活動を実施します（新聞意見広告、ＨＰの充実、府民だよりへの掲載等）。

現行の「新京都府人権教育・啓発推進計画」の最終年に当たって、社会環境の変化にともない、多様化、複雑化する人権問
題に対応するため、府民調査の結果、これまでの取組の分析、課題整理なども踏まえながら、計画を改定します。
＜新京都府人権教育・啓発推進計画の改定＞
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

11

中期計画 地域共生の実現 地域力再生

① △

・交付金活用団体構成員数53,190人
・地域力応援団796人
・プラットフォーム参画者数10,497人
計64,483人（71.6％）
【未達成の要因・理由】
交付金事業数のうち参加人数が多いものが減ったた
め。

② ○
・府内ＮＰＯ法人の活動事業費（支出額）の総額　194億
円（97％）

③ ○
・団体数498団体（83%）
　うち公共性の高い事業414団体（92％）

地域の課題解決に向けた多様な主体が自発的に取り組む地域力再生活動の継続的な取組への支援

○

計画区分

達成手段
(数値目標)

地域課題の解決など地域力再生に取り組む活動に、より多くの府民が参加できるよう支援します。
＜市町村未来づくり交付金(地域力再生交付金)活用団体の構成員数､プラットフォームの参画者数､地域力応援団の登録数
等　９万人　（㉖実績　８９，２４８人）＞

様々な地域課題に取り組むNPO法人が会費、寄付、事業収入等多様な形態の収入を得て、安定的な事業が展開できるよう
支援します。
＜府内ＮＰＯ法人の活動事業費（支出額）の総額　２００億円　（㉕実績　１９３億円）＞

地域力再生交付金により、公共性の高い事業に安定的に取り組めるよう継続支援を行うなど、地域力再生活動が更に発展す
るよう取り組みます。
＜地域力再生交付金による事業実施団体数　６００団体（災害関係を除く。うち次年度以降継続支援が見込まれる公共性の
高い事業実施団体数　４５０団体）　（㉖実績　５５１団体（同　４２４団体）＞
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

12

中期計画 地域共生の実現 地域力再生

① ○

・「プラットフォーム」数　98件（89.1％）
・協働事業数217件（96.4％）
【未達成の要因・理由】
協働が一般化し、あえてプラットフォームの形態を取ら
ずに事業を進めるなど民の事業が多様化してきたた
め。

② ○ ・実施数　19件（累計）（95％）

③ △

・参加ＮＰＯ等数20団体（20％）
・支援する活動の種類　６種類（120％）
【未達成の要因・理由】
地域差のあるＮＰＯ等の意見を取り入れた制度設計に
時間を要し、十分な募集期間が確保できなかったため

④ ◎ ・協働事業数　５事業（100％）

13

中期計画 地域共生の実現 新たなコミュニティづくり

① ◎
・新たに創出する事業145件（121％）
・ニュースレター等による発信15回（100％）

② △

・地域力再生活動団体等の協議体数３団体（60％）
　【未達成の要因・理由】
協議体を構成しての寄附集めは、寄付金が集まりにく
く、実施を希望する団体が減少したため。

計画区分

達成手段
(数値目標)

地域力再生活動団体等と協働・連携し、協働事業により様々な地域課題の解決を推進します。
＜京都府と地域力再生活動団体等が協働事業を実施する「プラットフォーム」数　１１０件（㉖実績　１０２件）＞
＜プラットフォーム活動による協働事業数　２２５件＞

道路や河川等の公共空間を活用した地域の活性化事業を支援します。
＜公共空間活用推進事業の実施数（累計）　２０件　（㉖実績　１８件）＞

大規模災害時に被災地を中長期的に支援する組織「ＮＰＯリレーションズ」（仮称）の設立とＮＰＯ等の参画を推進します。
＜被災地を中長期的に支援する組織への参加ＮＰＯ等数 １００団体＞（㉗新規）
＜支援する活動の種類　５種類＞（㉗新規）

京都府・市町村・民間の中間支援団体が連携して、地域活動団体を支援する協働事業を推進します。
＜協働事業数　５事業　（㉖実績　５事業）＞

市町村や中間支援団体等と協働・連携して取り組む事業の充実、府政推進の枠組をパートナーシップ型に
変革

○

地域力再生活動団体の活動に協力する府民や団体等がつながる環境づくりを推進

計画区分

各パートナーシップセンターの協働コーディネーターが、団体間、団体と行政などの新たな協働・連携事業を支援するととも
に、その活動を対外的に発信します。
＜新たに創出する事業　１２０件　（㉖実績　１１７件）＞
＜団体活動等のニュースレター等による発信　１５回　（㉖実績　１４件）＞

地域力再生活動団体等が市民との信頼を構築し、活動資金の一つとして寄附募集するための仕組みづくりを支援します。
＜寄附メニューづくりを検討、実施する地域力再生活動団体等の協議体数　５団体＞

達成手段
(数値目標)

△
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

③ △

・登録者数796人（99.5％）
・地域団体とのマッチング数62組（52％）
【未達成の要因・理由】
地域団体及び地域のボランティア人材は他のボランティ
ア募集情報の発信を行っている媒体にも登録しており、
既にマッチングしていることが多かったため。

④ ◎ ・32法人（123％）

14

中期計画 京都力の発揮 人づくり

① ◎ ・１０単位以上取得者数　187人(187％）

② ○

・プロボノの登録者数　136人（達成率91％）
・延派遣人数　88人（達成率42％）
・事業改善団体数　18団体（達成率72％）
【未達成の要因・理由】
プロボノ派遣の日程調整に時間を要したため

③ ◎
・３地域（100％）
・８団体（133％）、20事業（167％）

④ ◎ ・育成数　23名（287％）

15

府民安心の再構築 働きの安心　 ライフスタイルに応じた働き方が選択でき、健康で豊かな生活のための時間が確保されること

① △

宣言企業　300社（46％）
認証企業　 41社（82％）
介護両立出張相談　94件（94％）

【未達成の要因・理由】
認証の要件である育児・介護休業の取得実績が無く認
証に結びつかなかったため。

オール京都体制による仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進

○

中期計画

仕事と生活の調和が取れていると実感する府民を増やすため、中小企業におけるワーク・ライフ・バランスの取組を推進し、
地域活動や子育て・介護等と仕事が両立できる環境づくりを進めます。更に、職場における仕事と介護の両立を応援するた
め、企業への出張相談を実施します。
＜宣言企業数　６５０社、認証企業数　５０社　（㉖実績　宣言３５８社、認証５０社）＞
＜介護両立出張相談件数　１００社＞

達成手段
(数値目標)

計画区分

達成手段
(数値目標)

地域力再生活動を府内の大学、(一財)地域公共人材開発機構等に紹介し、地域力再生活動に関わる学生等の活動を支援し
ます。
＜地域公共人材開発機構が認定した府内の大学・大学院の地域公共人材育成に関する講座の１０単位以上取得者数
　１００人＞

グラフィック技術やマーケティング手法など、自らの職業を通じて培ったスキルや知識を、公共的活動にボランティアとして提
供する「プロボノ人材バンク」を設置し、プロボノと地域力再生活動団体とのマッチングにより、活動団体の地域課題解決をサ
ポートします。
＜プロボノの登録者数　１５０人　（㉖実績　１００人）＞
＜派遣延人数　２１０人　（㉖実績　５８名）＞
＜プロボノ派遣による事業改善団体数　２５団体　（㉖実績　１０団体）＞

多様な主体の協働、連携関係による地域課題解決の社会システムの創出等をマネジメントする公共員を雇用し、地域に配置
します。
＜公共員を配置し、地域課題に取り組む地域数　３地域（累計）　（㉖実績　２地域）＞
＜公共員のコーディネートによって生まれた団体数及び事業数　６団体、１２事業＞（㉗新規）

地域の課題解決など地域力再生活動を担うリーダーを育成します。
＜地域再生活動を担うリーダーの育成数　８名＞

地域のボランティア人材・遊休施設等と活動団体とを結ぶ地域力応援団による両者のマッチング数を増加させ、活動を府内
全域で展開することにより、地域力再生活動に取り組む団体の活性化を図ります。
＜地域力応援団の登録数　８００人　（㉖実績　７０９人）＞
＜地域力応援団を通じた地域団体とのマッチング数　１２０組　（㉖実績　７１組）＞

認定ＮＰＯ法人制度や条例による個別指定制度の活用を促進し、情報公開に取り組み府民から信頼されるＮＰＯ法人を支援
します。
＜認定ＮＰＯ法人、条例で指定されたＮＰＯ法人数　２６法人（累計）　（㉖実績　２３法人（累計））＞

地域力再生を担う公共人材が活動できる機会を創出

○
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

② ○
多様な働き方ができる職場づくりに取り組む企業
　27社（90％）

③ ○

就労環境向上アドバイザーの派遣件数　1,035件
(103.5％）
　
就労環境の向上の取組に対する助成件数　50件
（100％）

京都ジョブパーク利用者定着率（３ヶ月後）　84.1％
（93％）

16

地域共生の実現 男女共同参画 社会で活動する女性を取り巻く環境が改善されること

① ◎

企業等における女性の活躍促進のための計画策定支
援
　128社（128％）

企業等における女性リーダー育成（研修の受講者）
　272人（136％）

② ◎
審議会登用率　40.7％（102％）
女性管理職比率　12.0％

③ ○

新規登録者数　2,304人（105％）

相談者のうち、就業した人　1,179人（98％）

正規雇用の就職内定者　151人（84％）

④ ◎
保育所待機児童発生市町村：1市町村

放課後児童クラブ整備市町村：14市町（86％）

⑤ ○
延長保育実施　1市町村増の13市町村（61.9％）

病児保育整備　2市町村増の13市町村（100％）

達成手段
(数値目標)

○

中期計画

経済団体等と京都府・京都市・京都労働局が連携した「輝く女性応援京都会議」において、女性が更に輝く京都を実現するた
めの推進計画を策定するとともに、働く女性が一層活躍できるよう、企業等における女性の人材育成を支援します。
＜企業等における女性の活躍促進のための計画策定支援　１００社＞（㉗新規）
＜企業等における女性リーダー育成（研修の受講者）　２００人　（㉖実績　１６４人）＞

審議会委員等における女性の割合（法令等で指定されているものを除く。）４０％以上（㉖実績　４０．８％）を維持するととも
に、女性職員を管理職に積極的に登用し、全国トップ水準となる女性管理職比率＜１５％　（㉖実績　１２．０％）＞を平成２９
年度までに達成します。（一部 知事直轄組織（職員長グループ））

就業と保育をワンストップで支援する京都ジョブパークマザーズジョブカフェにおいて、職種別のセミナーの開催など、女性の
就業支援をさらに充実させるとともに、女性の正社員内定者数の増加を目指します。
＜新規登録者数　２，２００人　（㉖実績　１，９１４人）＞
＜相談者のうち、就業した人　１，２００人　（㉖実績　１０７８人）＞
＜正規雇用の就職内定者　１８０人　（㉖実績　１５６人）＞

保育所待機児童の解消を図るため、市町村と連携し、保育所整備に加え、地域ニーズに応じた小規模保育事業や家庭的保
育事業等きめ細やかな取組を計画的に推進します。また、放課後児童クラブの待機児童の解消を図るため、「放課後こども総
合プラン」を踏まえ、地域の実情に応じた施設の整備を市町村と連携し推進します。（健康福祉部）
＜保育所待機児童発生市町村 ： ０市町村　（㉖実績　１市町村）＞
＜放課後児童クラブ施設整備市町村 ： １２市町　（㉗新規）＞

市町村と連携し、延長保育や病児保育など多様な保育の実施を促進します。（健康福祉部）
＜延長保育：２１市町村（㉖実績　１２市町村）、病児保育整備：２市町村増（㉖実績　１１市町村）＞

職場等における女性の活躍促進

ワーク・ライフ・バランスに取り組みたい企業を対象に、働き方の見直しを支援するためアドバイザーを派遣するとともに、必要
に応じて在宅勤務等に係る経費を支援します。
＜多様な働き方ができる職場づくりに取り組む企業　３０社＞

国・府・民間（社会保険労務士）からなるチームを設置し、中小企業の就労環境改善を支援するとともに、緊急雇用対策基金
を活用し、事業者における社員向け研修や販路拡大等の取組を支援することにより、若年労働者などの定着促進や従業員
賃金の引き上げ、非正規職員の正社員化等の処遇改善・定着支援を図ります。（商工労働観光部）
＜就労環境向上アドバイザーの派遣件数　１，０００件　（㉖実績　２２０件）＞
＜就労環境の向上の取組に対する助成件数　 ５０件　（㉖実績　４１件）＞
＜京都ジョブパーク利用者定着率（３ヶ月後）　９０％　（㉖実績　８３％）＞
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

⑥ ◎

新たに起業する女性　30人（100％）

女性のビジネスプランの事業拡大支援　11事業（110％）

女性起業家のビジネスマッチング件数　30件（100％）

17

地域共生の実現 男女共同参画 男女がともに家庭、地域へ参画できる環境が整うこと

① ◎ 施策策定

② ◎

地域や職場で女性が活躍できる環境づくりの取組に対
する助成件数　29件（145％）

「輝く女性地域プラットフォーム」での取組企画
　6事業（120％）

③ ◎

男性の育児休業取得率（㉘に調査）

府職員における育児休業取得率
　男性2.9％　女性100％（H27.9月末時点）

男女共同参画事業の男性の参加者割合　31.1％
（100％）

18

地域共生の実現 男女共同参画 ドメスティック・バイオレンス、セクシュアル・ハラスメントなどの人権侵害の状況が改善されること

① ◎
自立支援計画の策定（おおむね２週間以上の入所者）
　60件（150％）

② ◎
市町村相談員等のスキルアップ研修受講者
　105名（210％）

③ ◎ 啓発実施箇所数　64箇所（107％）

④ ◎ 啓発実施企業等数　167社（167％）

達成手段
(数値目標)

◎

ドメスティック・バイオレンス被害者の自立支援及び被害に気づく環境、暴力を許さない環境の構築

中期計画

ＤＶ被害者の社会的自立に向け、家庭支援総合センター一時保護所退所時に自立支援計画を策定し、地域での自立した生
活に向け継続的に支援します。（健康福祉部）
＜自立支援計画の策定（おおむね２週間以上の入所者）　４０件　（㉖実績　２１件）＞

ＤＶ被害者の身近な相談窓口である市町村相談員に体系的・継続的な研修を実施し、相談窓口の相談支援体制の強化を図
ります。（健康福祉部）
＜市町村相談員等のスキルアップ研修受講者　５０名＞

地域において暴力を許さない意識を醸成するため、府民協働防犯ステーションや地域活動団体等と連携し、ＤＶやデートＤＶ
に関する啓発を実施します。
＜啓発実施箇所数　６０箇所　（㉖実績　６０箇所）＞

職場での人権研修やコミュニケーション能力向上を目的とした研修等の機会を捉えて、企業等においてＤＶに対する理解を促
します。
＜啓発実施企業等数　１００社＞

家庭、地域における男女共同参画の推進

◎

中期計画

達成手段
(数値目標)

現行の「ＫＹＯのあけぼのプラン（第３次）」（府男女共同参画計画：対象期間２３年度～３２年度）について、社会情勢の変化に
伴う新たな課題に対応するため、施策の見直しを行います。

すべての女性が、希望に応じて　個性や能力を十分に発揮し、輝くことができるよう、地域や職場で女性が活躍できる環境づく
りの取組やネットワークづくりなどを支援します。
＜地域や職場で女性が活躍できる環境づくりの取組に対する助成件数　２０件＞（㉗新規）
＜「輝く女性地域プラットフォーム」での取組企画　５事業＞（㉗新規）

男女がともに家事・育児等を担い、家庭生活や地域活動に参画できるよう、男性の男女共同参画に対する理解を促進すると
ともに、ワーク・ライフ・バランスを推進します。（一部 知事直轄組織（職員長グループ））
＜男性の育児休業取得率　３１年度までに１３％＞（㉗新規）
＜府職員における育児休業取得率　男性：１５％、女性：１００％　（㉖実績　男性：５．４％、女性：１００％）＞
＜男女共同参画事業の男性の参加者割合　３１％　（㉖実績　２９％）＞

女性の視点・能力を活かした地域の活性化や新たなビジネスの創出のため、女性の新たなビジネスプランの事業化や育成型
ビジネス交流フェアの開催等による販路拡大、起業家同士のネットワークの構築を応援します。
＜新たに起業する女性　３０人＞
＜女性のビジネスプランの事業拡大支援　１０事業＞（㉗新規）
＜育成型ビジネス交流フェアによる女性起業家のビジネスマッチング件数　３０件＞（㉗新規）
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達成状況（数値目標の実績・達成率　未達成の要因・理由）運営目標 達成区分

19

中期計画

① △

年間アクセス数　１，６４７，５６０件（８９．５％）
【未達成要因】
「府ホームページ」や「府民だより」に常時掲載し、新着・
更新情報をメール配信するなど、利用者を増やすため
に情報提供したが、広報手段を更に工夫することが必
要。

② ○
問い合わせ者への回答に要する日数の短縮　２．５５業
務日(９１．７％）

③ ○ 大いに満足と回答した人の割合　８４．６７％（９４．０％）

20

中期計画

① ○

現場ツアー交流会及び施策交流会　１０回（１００％）
プロジェクト、プラットホーム、大学との協働　４件（１０
０％）
部内の新規施策の検討や事務事業の見直しに反映　８
件（８０％）

② ◎

事務改善取組例の情報発信　　事務改善小ワザメール
１２回（１００％）
年間を通じ部内「お助けシステム」稼働　　５２件　（１０
０％）
「Fu～みん」ニュースの発行　６回（１５０％）
部内若手職員ワークショップ　４回　（１００％）

目標達成状況（達成区分） 件数 割合
目標達成「◎」（達成手段のすべてが◎） 2 10%
概ね達成「○」（達成手段の◎○が２／３以上） 15 75%
未達成　「△」（達成手段の◎○が２／３未満） 3 15%

計（運営目標数） 20

多様な主体との協働、部内の交流を通じ、課題解決と業務改善を推進

○

計画区分

達成手段
(数値目標)

・市町村、地域団体、NPO等と協働し、現場での交流を深めるとともに、部内の課の垣根を越えてプロジェクトやプラットフォー
ムや大学協働などに取組み、部の施策の充実と改善を図ります。
　（テーマ例：男山地域安心・安全によるコミュニティ創造プロジェクト）
＜現場訪問ツアー及び施策交流会　１０回＞
＜プロジェクト、プラットフォーム、大学との協働　　４件　（㉖実績　４件）＞
＜部内の新規施策の検討や事務事業の見直しに反映　１０件　（㉖実績　１０件）＞

業務プロセスの好事例の共有や共同作業を通じ、施策の円滑化とスピードアップを図るための意識づくりを行います。
＜事務改善取組例の情報発信　　事務改善小ワザメール　１２回＞
＜年間を通じ部内「お助けシステム」稼働　　５２件　（㉖実績　４３件）＞
＜「Fu～みん」ニュースの発行　４回（四半期）　（㉖実績　４回）＞
＜部内若手職員ワークショップ　４回　（㉖実績　１回）＞

「府民サービス・ナビ」や「よくあるお問い合わせ」及び府庁の総合窓口であるコールセンターの更なる品質
向上

○

計画区分

達成手段
(数値目標)

府民の皆様に府の制度を紹介するサイト「府民サービス・ナビ」や「よくあるお問い合わせと回答」の利用者を増やすため、新
着（更新）情報をメール発信するなど、機会を捉え積極的な情報提供を行います。
＜年間アクセス数　１，８４０，０００件　（㉖実績　１，４４９，２３１件）＞

「府民サービス・ナビ」の満足度をより高めるため、ナビ利用者の意見やニーズを収集し、その結果を全庁的に情報共有する
など庁内との積極的な連携を図ります。
＜問い合わせ者への回答に要する日数の短縮　２．５業務日　（㉖実績　３．１業務日）＞

府庁の総合窓口であるコールセンターの対応品質を高めます。
＜大いに満足と回答した人の割合　９０％　（㉖実績　８１．４％）＞

[達成手段（数値目標）の達成区分] 

「◎」･･･目標達成・上回って進捗（達成率１００％以上） 

「○」･･･概ね達成（達成率９０％～１００％未満） 

「△」･･･未達成（達成率９０％未満） 
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